
日 時 令和６年２月２９日（木）１８時～ 

 

場 所 かでる２・７ ７階 ７３０研修室 

参加者 １６名 

    （一社）北海道医師会        伊藤副会長 

     全国自治体病院協議会北海道支部   長浜谷薬局長 

        （一社）北海道薬剤師会       山田常務理事 

（一社）北海道薬剤師会       大森常務理事 

 北海道病院薬剤師会         山澤副会長 

 北海道病院薬剤師会         武隈常任理事 

（一社）北海道医薬品卸売業協会   中田委員長 

 日本ジェネリック製薬協会      川俣副会長 

札幌医科大学附属病院        福土薬剤部長 

北海道消費生活コンサルタントクラブ 棚川会長 

   

（ 事務局） 小島課長、宮前補佐、宮下係長、佐藤専門員、髙橋専門員、渡辺専門員 

内 容  

１ 開会について 

 

２ 挨拶 

  保健福祉部地域医療推進局医務薬務課 小島課長 

 

３ 報告事項                                               

「国の動向について（資料１）」について事務局より説明。 

主な発言 

事務局  最近の調剤医療費の動向における後発薬品割合において R5.９月最

新の月別推移では、８４.６%である。 

北海道では全国平均を超えて８５.４%である。また伸び幅はR４から

R５において他の都道府県と同じ約１パーセントであり、後発医薬品数

量シェアの全国順位は２６位である。 

後発医薬品の使用割合と目標と推移においては、北海道では国が定め

る目標とする２０２３年度末目標全都道府県８０%を北海道は超えて

いる。 

 

４ 議事 

 （１）「各団体の取り組み状況及び取り組み予定について（資料2）」について

各団体より説明があり、その後、協議を行った。 

主な発言 

伊藤委員  出荷停止に伴う診療報酬算定方法等情報の提供を各医師会等に 

行っている。後発医薬品に関わらず、医薬品供給状況の情報を共有



してほしい。 

 

長浜谷委員  医薬品欠品情報に関するアンケート実施。医薬品供給不足が薬

剤師業務に与える影響調査。後発品に切り替えた時にインシデン

ト等の発生事例あり。今後注意しながら継続して後発品への切り

替えを行う。 

 

山田委員   北海道厚生局が行う、保険薬局・保険薬剤師を対象とする集団指

導・個別指導等で、講話や講評において後発医薬品の不安定供給に

関する現状を伝達している。 

また、道民に向けた後発医薬品使用普及啓発活動の実施。各議員

への不安定供給状況の伝達。マスコミ等の対応を会員薬局へ協力

依頼し、供給状況を道民に発信している。 

 

山澤委員   医薬品供給状況を随時連絡している。先発品から後発品に変更

する際には供給の問題からAGを採用するケースが多い。 

 

中田委員   製薬メーカーからの発売時変更時等の情報を適宜案内している。

流通在庫の偏在をしない取り組みを実施。GDPガイドラインに準

じた品質管理の実施。出荷調整対応が多いため、割り振りを実施し

安定供給に寄与。 

 

川俣委員   市民へのジェネリック医薬品情報提供。安定供給、増産に向けて

各企業設備投資を実施しているが、人手不足により問題が継続し

ている。医療機関においては、在庫の平準化を実施してほしい。調

剤薬局グループは横連携により在庫平準化しているが、個人薬局

では実施できず偏在化が生じている。 

 

福土委員   後発品やバイオシミラーを積極的に切り替えている。目標値の

８０％は超えているが出荷調整により、後発品から先発品へ戻さ

なければならない状況がある。 

後発医薬品使用体制加算 1 を算定するために、院内における後

発医薬品の置換率を毎月報告し、院内における後発医薬品の積極

的な使用を促進している。 

バイオ後続品の認知度理解度を国民に対して広く周知する必要

があるのでは。 



 

棚川委員  薬剤師などの講師を招いて、医薬品に関するセミナーを開き、当会

員への学習・啓発 活動をしている。医薬品全般につき、一般社団法

人北海道消費者協会が主催する講座 「消費生活リーダー 養成講座 」 

「 通信講座消費生活スタディ 」 の受講を、広く道民に勧めている 

 

事務局   ジェネリック医薬品軽減額通知を被保険者に対して送付。 

（代理） ジェネリック医薬品希望シールの送付を実施。 

 

（２）「協議会における来年度に向けた取り組みについて（資料３）」について事

務局より説明 

主な発言 

事務局  後発医薬品に限定せず不足している医薬品の国からの情報を関係団

体に通知。製薬企業へのGMP調査の実施、薬と健康の習慣（１０月）

の際の医薬品的適正使用等の啓発の実施。 

後発品医薬品採用リスト作成（モデルとして道内７病院指定し、採

用している後発品の採用リスト作成）、医薬品・医療機器等一斉監視に

おいて医薬品製造業者、製造販売業者に立ち入り検査実施と市場流通

中の医薬品の検査の実施。フォーミュラリ実践により薬剤量を抑える

ことができるが、病院、地域単位で実践していると聞いたがどうなの

か。 

 

山田委員  後発医薬品使用に関して、市町村単位でばらつきがある。地方に

行くと使用率低下している地域があるため原因を解明して、今後議

論すべきなのでは。 

 

福土委員  PPI の第一選択を病院として決めている。手稲地区は PPI、スタチ

ン、歯科用薬で実践。名寄は地域フォーミュラリを進めている。後発

品を使用する意図を道民に伝えたほうがいいのでは。医療費適正化

計画ともリンクした形で、ジェネリック安心使用推進をしたほうが

よいのでは。 

 

事務局   札幌医大の院内フォーミュラリを広く公表できるか？ 

 

福土委員  HP で公開しているのでリンクをつけるなど可能。フォーミュラリ

学会や他の国立大学病院等を参考に札幌医大は作成。 



 

 

事務局  地域フォーミュラリ実践には強力なリーダーシップが必要。 

人口が多い大阪八尾市等地域フォーミュラリが実践できている。また

手稲でも実践できている前例もあるので不可能ではない。フォーミュ

ラリ学会でも公表しているが、一部のみ。 

 

福土委員  フォーミュラリ作成にあたり、フォーミュラリ学会は参考にする

が疾患のガイドラインを見ながら、各診療科の医師とディスカッシ

ョンして第一選択薬を決定している。 

 

事務局   フォーミュラリという成果物だけではなく、作成の方法を含めて

道庁のHPで公表を検討 

 

（２）「協議会における来年度に向けた取り組みについて（資料３）」について事

務局より説明。 

事務局  コロナ渦等々の理由により協議会が開催できなかった。取り組みを

記載するためのデータベースがなかったので、あくまで、参考資料とし

て以前の記載事項を載せている。しかし、今回の協議を参考にして来年

度に向けた取り組みにしたい。 

来年度も今年度と引き続き行う。薬と健康の習慣におけるパネル展 

の実施や後発医薬品啓発ポスターの HP への掲載、後発医薬品リスト

の作成、本協議会の実地での協議を行う。 

 

福土委員  後発医薬品だけではなく、バイオ後続品に対しても協議検討を行

ってほしい。ジェネリック医薬品に対してバイオ後続品は安定供給

が見込めているから使用体制加算がついたと聞いているので積極的

に関与すべき内容ではないか。 

 

５ 意見交換 

川俣委員  来年度中、早ければ今年中には供給不安定状態を解消する予定。有

識者会議で協議された内容や進捗を共有していく。 

 

山田委員  後発品に切り替えの際に患者に説明する際には後発品に変更する

ことで、安くなるというのは、説明の導入としては良いが、元々金額

が安い方には効果が薄い。一人一人で国民皆保険制度を守る、社会貢



献になるという説明が必要では。また、先発品から後発品へは２０年

かかっている為技術が進歩している。後発品は錠剤に刻印が印字さ

れている、大きい錠剤が小さい錠剤になる等メリットあり。価格以外

のメリットを普及啓発の中で必要なのでは。 

 

棚川委員  消費者団体のミーティングでは後発品を安心して使用できるとい

う認識。団体内で国民皆保険を守る意識は不足していた。不安定な供

給状況に関して団体からは特に意見はない。現場で調整していただ

けているからであると考えている。 

 

長浜谷委員  出荷調整の前では後発品選定の際は品質重視であったが、現在

は入手できることが最優先となり、選定の仕方に変化があった。必

要な後発品があっても、割り当ての関係で納品を断られることが

多かった。フォーミュラリに関しては、成分をメインで選定してい

くことで供給不安もなくなるのではないか。 

 

３ 閉会 

 

 

 

 


